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I.序

近年,日本の流通の変化が指摘されている。バブル経済の崩壊,種々の規制緩和,市場開放や

情報化の進展など,市場の制度的条件の変化に伴い,流通構造に変化が生じている。変化のひと

つは,流通における主導権をめぐるものである。メーカー主導型から小売主導型への構造変化が

指摘され始めている。経済学においては,伝統的に,流通の問題をあまり検討して来なかった経

緯もあり,こ うした変化に取 り組む研究が少ないように思われる。この小論では,メ ーカーから

小売へのパワー 0シ フトがもたらす変化を,理論 と実証の両面から確認したい。

Ⅱ。小売市場の垂直的構造

小売市場の競争構造は,垂直的関係があること,業態間競争が行われること,立地要因の影響

が強いことなどに特徴がある。これらのうち,最近の市場動向として,垂直的関係の変化が指摘

されている。

我が国の流通においては,高度経済成長時代から今日に至るまで,大 きな市場シェアをもつメー
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カーがその市場支配力を背景に,競争相手への価格先導や流通経路に対するリーダニシップを行

使 してきたと考えられている。中小小売商を系列化 し,卸売段階を垂直統合することで,メ ーカー

は市場における地位を優位なものとしてきた。

ところが,内外価格差の動向,規制緩和の進行,消費者行動の変化などの諸条件に対応する過

程で,流通における主導権を誰が握るかについて変イしが生じてきた。とりわけ,大手流通企業は,

PB(プライベー ト・ブランド)の開発や物流システムの革新などによって,メ ーカーに対する発

言力を増し,従来の系列経路を見直す動きが出てきた。経済学者による研究でも,例えば,西村

清彦 (1996)で は,マ クロ経済分析に基づいてこのような変化が指摘されている。

主導権の移動は,流通の成果にも反映される。流通業者間の価格競争の進行が,流通経路を通

じて拡大し,現象的には様々な製品価格の低下として表れている。とりわけ,系列に属さないディ

スカウントス トアには,いわゆる「価格破壊」を先導してきたような面がある。

以下の考察では,垂直的関係を単純化して,生産者 と小売業者という2者に焦点を絞ることと

する。生産者 ″ が生産した財は,小売業者 Rに卸売価格
"で取引され,小売業者はその財を消

費者に夕で販売するという流通過程を想定する。最終的な需要には次の逆需要関数を仮定する。

夕=α一ισ  のみ>0

生産者 ″ は,次の費用関数をもつものと仮定する。

`(″
)=″  σ>o

生産者 ″ の利潤は次のようになる。

名И=ωσ
~σ

σ

小売業者 Rの利潤は次式で与えられる。

徳 =(α―ια)σ―ωσ                   (4)

生産者 も小売業者 もそれぞれ 1社のみであり,取引の結果は両者の力関係に依存する。次のケー

スを考えよう。
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(i)生産者による価格先導

(4)式 より,価格追随者である小売業者 Rの利潤最大化のための一階の条件は次のようになる。

"=2"                       (5)

(3)式 と(4)式から,生産者″ の最適産出量が求められる。

′=」?生               0
このとき,価格は,

夕ん=塾響二                       (7)

となる。

(li)小売業者による価格先導

(3)式 より,価格追随者である生産者 ″ の利潤最大化のための一階の条件は次のようになる。

紗=θ                             (8)

(4)式 と(8)式から,小売業者 Rの最適販売量が求められる。

′=t許                0
このとき,価格は,

ρ肥=」年夕■―                                 αOl

となる。

以下の命題を得る。

命題 生産者一小売業者の間の垂直的関係において,価格主導権をどちらが担当するかにより次

の不等号関係を得る。

夕
肥<夕施

′ >グに

ただし,記号
屁は生産者主導,こは小売業者主導を示す。
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Ⅲ.量販店の進出と小売価格

本節では,全国データから,大型小売店の進出と小売価格変動の関連性を考察する。ある都市

の物価水準が他の都市と比べてどの程度に高いかの指標は,消費者物価地域差指数で知ることが

できる。まず,全国レベルでの物価水準の変動を,市場集中度,費用要因,需要要因によってど

の程度説明できるかを試みる。小売価格に関する実証研究としては,田村正紀 (1986)や桑原秀

史 (1988)が ある。両者とも価格決定の要因として,需要条件,費用条件,市場集中から説明変

数を選び小売価格の変動を説明しようとするものであるが,本節でも同様のアプローチを採用す

る。

ところで,地理的市場に目を転じれば,地域市場の範囲は,どの範囲顧客によってその店舗が

購買行動の対象として選択されているかにより決定され,具体的に|ま,業態,取扱商品,立地条

件等の要素を考慮して検討する必要がある。一応の目安としては,大都市の場合を除き,行政区

画としての市ないしそれよりもやや広い程度の範囲が考えられよう。ここでは考察を県庁所在都

市の範囲に限定して進めるが,こ れはわが国の人口の大半が集中している都市を代表するだけで

なく,大型小売店が立地する傾向の強い小売中心地であることによる。

分析対象は 1994年である。分析に用いた変数についてとくに必要と思われるいくつかの指標の

定義を指摘しておこう。

① 消費者物価地域差指数 (y)¨ .価格変動の指数としては,全国を100と する消費者物価地域

差指数 (家賃を除く総合)を利用した。測定単位は指数×10。 資料は総理府統計局『消費者物

価指数年報』である。

② 所得地域格差 (ЛV)"・全国平均を100と する課税対象個人所得。資料は東洋経済『地域経済

総覧』による。

③ 住宅地地価 に∠)¨。これは,小売費用の地域変動を制御するために導入されている。測定単

位は100円。これらの変数は,小売業において固定費用を形成するので,小売価格変動と正順

関係をもつことが予想される。資料は,東洋経済『地域経済総覧』。

④ 小売業内4社集中度 に&)¨。(上位4社売上高/小売売上高)× 100(%)で定義される。市

場集中原理が成り立つとするならば,一般的に集中度が高まると価格が高くなることが期待さ

れる。資料は,通産省『商業統計表』,商業界『日本スーパーマーケット名鑑』,ス トアーズ社

『百貨店調査年鑑』。

-124-



量販店と小売価格変動に関する研究

⑤ 量販店業態内4社集中度 (CS4)"° (量販上位 4社売上高/量販店売上高)× 100(%)で定義

する。資料は商業界『日本スーパーマーケット名鑑』で,不明な店舗の売上高に関しては当該

店舗の売場面積と従業員数を調べ,そ れらに関わる単位当り売上高を乗じ,両数値の平均によつ

て算出した。

yを被説明変数とする回帰による推定結果をまとめると次のようになる。

表1 回帰分析の結果

Cο夕秀洗 一〃

943.2496

(55.030)

964.5974

(49.646)

0.5113

(2.731)

0.4569

(2.525)

0.0113

(4.230)

0.0089

(3.243)

-0。 1982

(-1.161)

-0.4395

(-2.354)

0.6167

0.6254

働πsム =定数項

なお表の中で,Pは自由度調整済決定係数,括弧内は′値である。Caを含む回帰では各係数の推

定値は,′ 値による検定,F値による検定ともに,5%の水準で有意である。推定結果から以下の

ことがわかる。

(1)所得と価格水準は有意な正順関係にある。

(2)地価 と価格指数も期待された通 り有意な正順関係にあることが確認された。

(3)小売業における市場集中は,価格の上昇に対してマイナスに効いている。

(4)と りわけ,量販業形態にあつては大型量販店による市場集中は,価格指数と有意なマイナ

スの関係があることがわかる。

上述の諸研究では小売市場集中に関する諸変数について統計的に有意な結果は得られていない

が,1994年データに関する本稿の分析では,地域小売市場レベルにおいては量販店の集中・進出

の程度が地域小売価格に影響を与えていることがはつきりと見い出せた。従来の研究と異なるこ

の結果の理由としては,1980年代後半から1990年代半ばにかけての期間に,デ ィスカウント・ス

トアや専門量販店の成長,メ ーカー主導型から小売主導型への流通チャネルの移行,さ らに規制

緩和等によって流通構造に変化が起きたことが考えられる。

大店法の規制緩和によつて,中小小売商に代わつて,量販系の大手流通企業が小売市場の主要

な部分を占めるようになり,メ ーカーに対する大手流通企業の対抗力の増大が期待されるが,(4)

の点はこの予想と整合的である。
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Ⅳ。結   び

本稿で,得られた結果をまとめると次のようになろう。

第 1に,生産者から小売業者への価格主導権の移動に伴い,イ 売ヽ価格の低下する可能性が示唆

された。

第 2に ,地域小売市場レベルの分析においては,大型小売店の市場集中が,地域小売価格の上

昇にマイナスの効果を与えていることがわかった。

本稿で分析できたのは,流通構造の変化の一面に過ぎず,構造変化の内容は多層に渡るもので

あろう。流通の成果を伝える諸変数の動向についても実証を進める必要がある。これらは今後に

残される課題である。

ところで,地域的な話題に目を転じると,静岡市ではその物価高が議論されている。原因のひ

とつとして,「静岡方式」と呼ばれていた参入規制が指摘されているが,全国的な流通構造の変化

を念頭に,地域市場への大型小売店進出の規制を考え直す必要があるであろう。
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